
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

平成17年5月6日
担当部･課：人間開発部 第一グループ 基礎教育第一チーム

1．案件名

パプアニューギニア・テレビ番組による授業改善計画

2．協力概要

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

首都ポートモレスビーのモデル小学校で収録した授業（6年生及び8年生の理科並びに7年生及び8年
生の算数）を編集して、PNGのテレビ局の協力により全国に放送し、テレビ授業を受信した遠隔地の
協力対象校（以下、遠隔地校）において授業の質が改善することを目標とする。

主なアウトプット及び活動として、モデル小学校の授業を編集した教育番組の制作及びメディアセン
ター職員・モデル小学校教員への研修、遠隔地校の教員の授業改善のためのガイドブックの作成及び
研修、遠隔地校における機材維持管理のための研修、対象地域のコミュニティ・家庭に遠隔地校を支
援してもらうための啓発活動、モニタリング及び州教育局査察官への研修、テレビを活用した遠隔教
育の全国普及の可能性の検証等を行う。

(2) 協力期間

2005年7月から2008年3月（約2年8ヶ月）

(3) 協力総額（日本側）

約3億8000万円

(4) 協力相手機関

教育省カリキュラム開発局（Curriculum Development Division）、国立教育メディアセンター、東
セピック州教育局、ブーゲンビル州教育局

(5) 国内協力機関

未定

(6) 裨益対象者および規模、等

直接裨益対象者：カリキュラム開発局、メディアセンター及び教員研修所の職員、州教育局の査察
官、協力対象地域の遠隔地校の教員 約450人、6年生から8年生の児童 約1,500人

間接裨益対象者：全国の教員 約15,000人、6年生から8年生の児童 約15万人

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

パプアニューギニア国（以下、PNG）では、山岳地域および離島地域が国土の大部分を占めるため、
都市から隔絶した小規模な小中学校が多数点在し、特に遠隔地では教育施設及び教員の質・量が極め
て不足している。この結果、同国における主要な教育指標は、基礎教育の就学率が68％（2003
年）、成人識字率が約56.2％（2000年）と低い水準となっている。

PNG教育省は、このような教育状況を改善するため、1994年から教育システムの再編成を開始し、
小学校の義務教育を6年制から8年制に変更した1。また、カリキュラム改革を実施し、2005年からは
新カリキュラムに沿った授業及び全教科担任制を導入している。このため、教員の能力向上が緊急の



課題となっており、教育省は現職教員の再研修を強化しようとしている。しかしながら、教員研修の
実施機関のキャパシティが十分ではなく、特に遠隔地の教員にとっては授業料・旅費負担やスケ
ジュール調整も容易ではないため、教育省は遠隔教育の活用強化も図っている。

日本政府は、ラジオ・テレビを活用した遠隔教育の促進に貢献するため、1999年度に無償資金協力
「放送教育用教材開発センター整備計画」を実施し、国立教育メディアセンター（以下、メディアセ
ンター）の建設及びラジオ教材制作機材等を供与した。また、2001年からJICA長期専門家「放送番
組制作」を派遣し、メディアセンターの運営指導、教育番組制作指導等を実施している。さら
に、2002年から2004年に、開発パートナー事業「ライブ授業放送を利用した遠隔地教育」（以下、
遠隔教育開発パートナー事業）と同長期専門家及びボランティア派遣事業との連携により、首都の小
中学校で収録した授業をPNGのテレビ局の協力により全国に放送するとともに、地方4州の小中学校
40校を対象として、テレビを活用した効果的な授業の実施及び機材の維持管理のための研修・モニタ
リングを実施した。これらの協力の結果、テレビ番組を活用した授業（以下、テレビ授業）を受けた
地方の児童・生徒は、授業への関心を深め、授業に積極的に参加するようになったことが、授業観察
や教員の報告から明らかになった。また、テレビ授業を担当した地方の教員は、首都のモデル校の教
員の授業方法を参考にすることにより、板書方法、説明方法、質問方法等の教授法が改善した。さら
に、多くのコミュニティが学校教育へ関心を高め、学校とコミュニティの関係が良好になったこと
が、対象地域の学校関係者へのインタビューから明らかになった。

PNG政府は、JICAの協力のこれらの成果を高く評価し、メディアセンターを活用したテレビ授業の継
続と現職教員の研修の支援を得るため、技術協力プロジェクトを日本政府に要請してきた。

JICAは、2004年11月から2005年3月にかけて開発パートナー事業の終了時評価及び新規技術協力プ
ロジェクトの事前評価調査を実施した。この結果、本プロジェクトにおいても、これまでの日本の諸
協力の成果を踏まえ、首都ポートモレスビーのモデル小学校で収録した授業をPNGのテレビ局の協力
により全国に放送するというアプローチを継続し、遠隔地の小学校の授業の質を向上させることを目
標とすることとした。また、これまでの日本の協力で明らかになった課題を踏まえ、教員用のハンド
ブックの作成、コミュニティへの啓発活動、州教育局の査察官へのモニタリング研修、テレビを活用
した遠隔教育の制度化の可能性を検証するための活動を加えることとした。対象学年及び科目
は、PNG側のニーズが高い6年生及び8年生の理科並びに7年生及び8年生の算数とした。主要な協力
対象地域は、遠隔教育開発パートナー事業の対象地域の中から、州教育局及び小学校の関係者のオー
ナーシップが強く、高い成果をあげた東セピック州及びブーゲンビル州を選定した。
1 旧教育制度の学年構成は、初等教育（Community School）が1年生から6年生、中等教育（Provincial High School）が7
年生から10年生、国立高校（National High School）が11年生から12年生であった。新教育制度では、前期初等教育
（Elementary School）がPreparatory Grade, 1,2年生、初等教育（Primary School）が3年生から8年生、中･高等教育
（Secondary School, National High School）が9年生から12年生となっている。現在は旧制度から新制度への移行期であ
り、旧教育制度のままの学校も存在する。

（2）相手国政府国家政策上の位置付け

パプアニューギニア政府が2002年に制定した中期国家開発基本戦略（The Medium Term
Development Strategy）においては、基礎教育部門は最も重要な優先分野のうちの一分野として位
置付けられている。

教育省の10ヵ年計画（2005年から20014年）においては、重点サブセクターの一つとして
ICT（Information Communications Technology）が掲げられており、その具体的な戦略・活動とし
てメディアセンターによる遠隔教育の活用を図ることが明記されている。

（3）我が国援助政策との関連

2003年5月に沖縄で開催された日本と太平洋諸島国の首脳会議において、「教育および人材育成」が
重点政策目標の一つとして掲げられており、遠隔教育の重要性も確認された。また、2004年6月に行
われた日本政府とPNG政府の政策対話においても、教育を援助優先分野の一つとすることが合意され
た。

JICAの国別事業実施計画においては、援助重点分野「教育サービスの充実」に合致し、協力プログラ
ム「教育システム強化」の中核的な協力として位置付けられている。



4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標･目標値

【目標】

遠隔地の協力対象校において、テレビを活用した遠隔教育の適切な実践･継続により、授業の質が改善
する。

【指標】

遠隔地校においてテレビ授業を受けた児童数及び担当教員数の増加
児童の授業の理解度向上、教員の教科知識・教授法の向上、児童の学力の向上
（測定手段：授業観察、教員への質問票調査、児童の学力テスト）

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標･目標値

【目標】

プロジェクト対象州の小学校2において、テレビを活用した遠隔教育により授業の質が改善する。

【指標】

プロジェクト対象州においてテレビ授業を受けた児童の数及び担当教員の数の増加
児童の授業の理解度向上、教員の教科知識・教授法の向上、児童の学力の向上
（測定手段：授業観察、教員への質問票調査、児童の学力テスト）

2 本プロジェクトにおいては、主要な対象地域である東セピック州及びブーゲンビル州において、それぞれ約30校（合計約
60校）を選定し、テレビ受信機材を供与し、研修・モニタリングを実施する。これに加え、テレビ授業が全国に普及する可
能性を検証するため、（1）東セピック州及びブーゲンビル州の別の地域、並びに（2）日本側がテレビ機材を供与していな
い州（1～2州）を選定し、JICAがテレビ受信機材を購入せずに、小学校・コミュニティが自費でテレビ機材を購入・設置す
るように働きかけるための活動（活動4-2）を実施する。上位目標では、PNG側が本プロジェクトの各活動を継続することに
より、東セピック州、ブーゲンビル州、及び（2）の州において、小学校・コミュニティが自費でテレビを購入・設置し、授
業を改善していくことが期待される。

（2）成果（アウトプット）と活動

アウトプット、そのための活動、指標･目標値

成果1：質の高いテレビ授業が継続的に放送される

活動1-1：メディアセンター、カリキュラム開発局及び教員研修所の職員に対し、番組制作･運営管理
のための研修を実施する

1-2：モデル授業を行う小学校（モデル小学校）の教員に対し、効果的なモデル授業実施のための研
修を実施する

1-3：モデル授業を収録・編集し、テレビ授業番組を制作する

【指標】

メディアセンターの番組制作技術のレベル向上、モデル授業を行なう教員の教科知識・教授法向上、
テレビ授業番組の制作及び放送
（測定手段：授業観察、教員への質問票調査、テレビ授業番組の内容確認）

成果2：遠隔地校のテレビ授業担当教員の授業方法が改善する



活動2-1：遠隔地校のテレビ授業担当教員向けのガイドブック・補助教材を作成し、配布する

2-2：教員研修（新カリキュラムの導入研修）のためのテレビ番組を制作する

2-3：遠隔地校のテレビ授業担当教員に対し、テレビを活用した効果的な授業実践のための研修を実
施する

2-4：州教育局の査察官、教育省の担当スタッフに対し、モニタリング方法についての研修を実施す
る

2-5：州教育局の査察官を主体としたモニタリングを実施する

【指標】

ガイドブックの作成、教員研修番組の制作、研修の受講者数の増加、遠隔地校の担当教員の教科知
識・教授法向上、州教育局の査察官のモニタリング能力の向上・実績の増加、児童の授業理解度向上

成果3：遠隔地校においてテレビ授業番組を継続的に受信するための環境が整備される

活動3-1：遠隔地校に対し、テレビモニター、アンテナ、盗難防止用柵等を供与する

3-2：コミュニティ・家庭に対し、学校教育の重要性を理解するための啓発活動を計画し、実施する

3-3：遠隔地校に対し、テレビ受信機材の維持管理のための研修を実施する

3-4：州教育局の査察官、教育省の担当スタッフに対し、モニタリング方法についての研修を実施す
る

3-5：州教育局の査察官を主体としたモニタリングを実施する

【指標】

研修受講者数の増加、コミュニティの学校への支援活動の参加実績の増加、遠隔地校における機材の
適切な維持管理、州教育局の査察官のモニタリング能力の向上・実績の増加

成果4：テレビを活用した遠隔教育が全国の小学校に普及する可能性が検証される

活動4-1：ベースライン調査を実施する

4-2：テレビを活用した遠隔教員研修を制度化するための方策を検討する

4-3：テレビ機材をJICAが購入しない地域3において、テレビの設置を働きかけるための活動を実施す
る

4-4：エンドライン調査を実施する（テレビによる教員研修の制度化及びテレビ授業の普及の実現可
能性を検証する）

【指標】

遠隔教員研修の制度化の可能性及びテレビ授業の普及可能性に係る報告書の作成
3 東セピック州及びブーゲンビル州の中でJICAがテレビ機材を供与しない地域に加え、日本側が（遠隔教育開発パートナー事
業及び草の根無償を含む）テレビ機材を供与していない州の中から1～2州を選定する予定である。

（3）投入（インプット）

1）日本側

専門家派遣：総括（プロジェクトマネジャー）、教育番組制作、理科、算数、教授法、遠隔教
育、モニタリング･評価、学校運営、視聴覚機材維持管理
研修員受入：日本、タイ、インドネシア等での遠隔教育の先進事例の紹介 
（対象：カリキュラム開発局職員、メディアセンター技術スタッフ）
機材供与：教育番組収録用機材、VTR編集機材、教材制作用機材、テレビ受信機材、車両等



2）PNG側

カウンターパートの配置
研修及びモニタリングに係るカウンターパートの旅費
遠隔地校のテレビ受信機材維持管理費及び燃料費、発電機の購入等

（4）外部要因（満たされるべき外部条件等）

1）前提条件

対象地域の治安の安定が確認される
対象地域の小学校及びコミュニティが発電機を準備する

2）成果達成のための外部条件

対象地域の治安が安定し続ける
PNGのテレビ局が、テレビ授業のための番組枠を無償で提供する方針を変更しない。

5．評価5項目による評価結果

（1）妥当性

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。

PNG政府は、2002年に制定した中期国家開発基本戦略において、基礎教育を社会経済開発の最
も重要な分野の一つとして位置付けている。
PNGは、山岳地域や離島に小規模な小学校が多数点在し、遠隔地の教員は、質・量ともに極めて
不足している。また、教育改革により、従来6年生までを教えていた小学校の教員が7・8年生も
教える必要が生じており、さらには、従来は専門科目を持っていた教員が全教科を教える制度に
変更されたため、教員の能力向上が喫緊の課題となっている。本プロジェクトは、遠隔地の6年
生から8年生の児童及び担当教員をターゲットとしており、PNGの教育改革のための重点サブセ
クターに取り組むものである。
日本政府は、教育をPNGへの援助優先分野の一つとしている。また、JICAの国別事業実施計画に
おいても、PNGの援助重点分野の一つとして「教育サービスの充実」を掲げている。

（2）有効性

本案件は以下の理由から有効性が見込める。

本プロジェクトのターゲットグループは、遠隔地の小学校60校の6年生から8年生の児童及び担
当教員である。プロジェクト目標（授業の質の向上）を測る指標（児童の態度変容、教員による
教授能力及び児童の学力）は、プロジェクトの活動であるベースライン調査、モニタリング、エ
ンドライン調査により確認することができ、プロジェクト目標の設定は明確である。
プロジェクト目標を達成するためには、質の高い授業番組の制作・放送に加え、遠隔地でテレビ
授業を受信する小学校の教員の授業方法の改善及びテレビ受信機材の適切な維持管理が重要であ
る。本案件においては、これらのアウトプットを達成するための活動が組み込まれている。
外部条件であるPNGのテレビ局による番組枠の無償提供は、教育省と同テレビ局の間で覚書が締
結されており、満たされる可能性は高い。

（3）効率性

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。

これまでの日本の諸協力（無償資金協力、専門家派遣、ボランティア派遣、及び開発パートナー
事業）により導入されたメディアセンターの施設・機材を利用し、また日本の諸協力で育成され
たメディアセンターの人材及びノウハウを活用する予定である。
本案件は、前身の遠隔教育開発パートナー事業の終了時評価で明らかにされた課題を踏まえ、ア
ウトプットを確実に達成するために新たな活動を加えている。具体的には、遠隔地の小学校教員



が授業方法を改善するためのハンドブックを作成・配布する。また、小学校がコミュニティ・家
庭から支援を受けられるように、コミュニティ・家庭に対する啓発活動を実施する。
プロジェクト目標である授業の質の改善を達成するための別の手段として、遠隔地の教員を首都
に集め、直接研修を実施する方法が考えられるが、遠隔地の教員が首都に来るための旅費が膨大
になる。また、遠隔地の教員が長期間小学校を離れる必要が生じるが、教員のスケジュール調整
が容易ではない。本案件では、質の高いテレビ授業の放送に加え、遠隔地の教員が地元で受講で
きる数日間の対面研修やテレビを活用した教員研修も活動に取り入れている。また、遠隔地開発
パートナー事業の終了時評価によれば、教員がテレビ授業を担当することにより教授法や意識が
改善されることも報告されている。したがって本案件は、より多くの人数に裨益できる遠隔教育
を実施することにより、効率的に遠隔地の小学校の授業を改善することができる。

（4）インパクト

本案件のインパクトは以下のように予測できる。

上位目標を達成するためには、協力対象校以外の小学校が自費でテレビを購入していく必要があ
る。遠隔教育開発パートナー事業においては、協力対象校の周辺の小学校及びコミュニティが、
テレビ授業の評判を聞いて自費でテレビを購入した例もあり、テレビ授業の効果が認識されれ
ば、より多くの小学校が自費でテレビを購入する可能性が高い。本案件においては、他の小学校
がテレビ授業の効果を認識するための活動が組み込まれており、上位目標の達成は十分に見込ま
れる。
遠隔教育開発パートナー事業の終了時評価の結果、テレビ授業の導入により、小学校とコミュニ
ティの関係が改善し、小学校がコミュニティから多面的な支援を受けられるようになったことが
報告されている。本案件においては、コミュニティが学校教育の重要性について理解するための
活動を取り入れており、小学校とコミュニティの関係の改善により、就学率や卒業率の向上に貢
献する可能性がある。

（5）自立発展性

以下のとおり、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと見込
まれる。

1）制度･組織面

PNG教育省は、遠隔教育開発パートナー事業の終了後も、メディアセンターで新たなテレビ授業
番組を独自に制作し、PNGのテレビ局の協力を得て授業番組の放送を継続している。また、教育
省は本案件のために、遠隔教育開発パートナー事業で不足していた分野のカウンターパートを増
員する予定であり、より充実した実施体制が見込まれる。
本案件終了後に、遠隔地の小学校が持続的にテレビ授業を受信するためには、遠隔地校がテレビ
受信機材を維持管理していく必要がある。また、遠隔地校の教員がテレビ授業を適切に運営して
いくために、州教育局及び遠隔地校の校長がモニタリングをしていく必要がある。本案件では、
機材の維持管理を担当する教員やモニタリングを担当する教育管理者に対する研修を実施し、そ
の実践をすることにより、案件終了後も遠隔地校で持続的にテレビ授業が受信・運営されるため
の体制を構築する。

2）財政面

遠隔地の小学校が継続的にテレビ授業を活用した授業を継続していくためには、遠隔地校が機材
を維持管理していくための予算が必要である。そのためには、コミュニティ・家庭からの財政支
援が必要であるため、本案件では、コミュニティ・家庭に対する啓蒙活動を実施し、彼らからの
長期的な支援が得られるような仕組みを作る。また、州教育局がモニタリングを継続するための
予算も必要である。本案件では、事前評価調査において州教育局がモニタリングを継続するため
に必要な年間予算を試算し、州教育局が本案件の実施中からその分の予算を負担することとして
いる。
テレビを活用した質の高い授業が全国に普及するためには、他の小学校が自費でテレビ受信機材



を購入していく必要がある。このため、本案件の対象地域の一部では、JICAがテレビ受信機材を
購入せずに、小学校及びコミュニティが自費でテレビ受信機材を購入するように促すための活動
をパイロット的に実施する。また、遠隔地の小学校が新たにテレビ授業を導入した場合には、教
育省がその小学校の教員に対し研修を実施することが重要である。本案件では、終了後も教育省
が遠隔地の小学校への研修を継続するように、教育省が案件の実施中から遠隔地の教員研修に係
る経費を負担することとした。

3）社会･技術面

遠隔教育開発パートナー事業を実施した結果、テレビ授業番組は、協力対象校の教員、児童、保
護者及びコミュニティから高い評価を得た。このため、協力対象校の周辺の小学校や他州の教育
局からも協力要請がきており、テレビ授業はPNGの社会に受け入れられている。

6．貧困・ジェンダー･環境等への配慮

遠隔教育開発パートナー事業では、首都のモデル校における男女共学の風景、女子児童の積極的な授
業参画態度がテレビで映し出され、地方の学校においても男女が分かれて座らないように席順を配慮
したため、地方の学校の児童にとってジェンダーへの意識が深まったことが報告されている。本案件
においても、モデル校における児童の男女比率や遠隔校における男女の席順等においてジェンダーに
配慮する予定であり、遠隔教育開発パートナー事業と同様の効果が得られることが見込まれる。

7．過去の類似案件からの教訓の活用：有り

本案件の事前評価調査は、遠隔教育開発パートナー事業の終了時評価と同時に実施された。この
ため、本案件は、遠隔教育開発パートナー事業の成果と課題が十分に踏まえられた設計がなされ
ている（具体的には、評価5項目の各項目の説明を参照のこと）。
企画評価部「評価結果総合分析（初中等／理数科分野）」では、教員研修のための教訓の一つと
して、教員に影響力のある教育行政官を巻き込むことが重要な役割を果たすことを指摘してい
る。本案件でも、上記教訓をふまえ、州教育局をカウンターパートとして明確に位置づけ、州教
育局の査察官に研修を実施し、州教育局の主導によりモニタリングを実施することとした。
また、同「評価結果総合分析」では、大規模投入は持続性やインパクトを損なう可能性もあり、
適切な投入計画の策定が必要、との教訓を出している。このため、本案件で実施する研修・モニ
タリングは、案件終了後もPNG側が継続可能な規模となるように注意を払っている。具体的に
は、事前評価調査において、研修及びモニタリングに必要な年間経費を試算した上で、案件終了
後もPNG側が負担していくことが可能かどうか十分な協議・確認を行い、案件実施中からこれら
の経費をPNG側が負担することとしている。

8．今後の評価計画

終了時評価：2007年10月頃
事後評価：2010年10月頃


